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1. はじめに 

東京都では、ヒートアイランド対策の一つとして、

水を含むことができる保水性舗装を施工している。

また、土木技術研究所構内に試験工区を設け、基礎

的な実験を行っている。しかし、基礎資料としての

保水性舗装の比熱や熱伝導率などの熱物性値につい

ては値が定かではない。そこで、熱物性値を測定す

るための試料を切り出し、保水性舗装の比熱と熱伝

導率、放湿性の測定を行った。また、比較用として

密粒度舗装、低騒音舗装についても比熱と熱伝導率

の測定を行った。 

なお、本調査は建設局道路管理部からの受託研究

として実施した。 

 

2. 試料 

熱物性値の測定に使用した試料を表-1 に示す。

測定した舗装は、密粒度舗装（以下、密粒度）、低

騒音舗装(以下、低騒音)、保水性舗装（以下、保水

Ａ、保水Ｂ）の 4 種類である。密粒度と低騒音は、

測定用に 30×30×10cm の試料を新規に作成した。

保水Ａと保水Ｂは、土木技術研究所構内の試験工区

から切出し、上層のアスファルト混合物の最大粒径

は 13mm、下層は 20mm である。保水材は保水Ａが塩

化カルシウム入り保水材で、保水Ｂが高炉スラグ系

保水材である。保水Ａと保水Ｂともに 75％浸透で

保水材を充填したものである。 

図-1 に各舗装の粒径分布を示す。保水Ａと保水

Ｂは、上層と下層を一体として切出した試料なので、

粒径が大きい骨材が含まれる。保水Ａの試料は、

13.2mm 以上の骨材が多く含まれるが、保水Ｂは

13.2mm 以上の骨材が少なく、低騒音舗装の粒度に

近い試料である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 比熱の測定 

(1) 比熱の測定方法 

比熱の測定方法には、表-2 に示すような測定方

法がある。そのうち、混合法は、加熱した粉砕試料

を低温の水に入れ、水の温度上昇を測定する方法で

ある。この方法は、熱の損失があるので、測定結果

の評価が難しい。断熱カロリーメータ法は、断熱カ

ロリーメータ中で試験体を加熱し、与えた熱量と試

験体の温度上昇から比熱を測定する方法である。こ

記号 舗装の種類 混合物種
厚さ
(cm)

備考

密粒度 密粒度舗装
密粒度

改質Ⅱ型 (13)
10

30×30×10cmの
試料を作成

低層音 低騒音舗装 特殊開粒度(13) 10
30×30×10cmの

試料を作成

上層　特殊開粒度(13) 5

下層　特殊開粒度(20) 5

上層　特殊開粒度(13) 5

下層　特殊開粒度(20) 5

試験工区から切出し
75%浸透保水性舗装

塩化カルシウム入り保水材

試験工区から切出し
75%浸透保水性舗装
高炉スラグ系保水材

保水A

保水B

保水性舗装

保水性舗装

表-1 熱物性値の測定試料 

図-1 測定試料の粒度分布 
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の方法で使用する試験体は、内孔に加熱管を入れる

ため、中空円柱にする必要があり、試料を中空円柱

に整形することが難しい場合は適用しにくい。プラ

スチックの比熱容量測定方法は、試験片と基準物質

との温度差が単位時間当たりの熱エネルギーの入力

の差に比例するように構成されている示差走査熱量

測定装置を使用して比熱を測定する。試験片は微小

にする必要があり、舗装の測定には適用できない。

ファインセラミックのレーザーフラッシュ法は、試

験片にレーザパルスを照射後、指数関数的に減衰す

る温度履歴曲線を利用して比熱を測定する方法であ

るが、これも試験片を薄く整形する必要がある。断

熱型熱量計を用いる方法は、断熱容器の中に入れた

供試体に熱量を加え、温度上昇と時間から比熱を測

定する方法である。供試体は、直径 5cm、高さ 10cm

程度であればよい。このことから断熱型熱量計を用

いる方法によって比熱を測定することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 比熱の測定に用いる試験体 

比熱の測定に用いる試験体については、試料の厚

さが 10cm なので、直径 5cm、高さ 10cm のコアを抜

き、端部を切断して、直径 5cm、高さ 8cm の円柱を

比熱測定用の試験体とした。図-2 に円柱試験体作

成の概略図を示す。密粒度と低騒音については、上

からコアを抜いたが、保水Ａと保水Ｂは、切り出し

の際に既設舗装と一体となっていたため上からコア

が抜けず、横から採取した。 

 

(3) 比熱の測定 

測定装置の概念図を図-3 に示す。試験体は、中

央にドリルで穴を開けて熱電対を設置し、温度測定

を行い、試験体に熱線を巻いて熱量を加える。また、

測定装置は、断熱状態を保つため、内部容器と断熱

容器の温度差がなくなるように制御できる構成とな

っている。試験体の温度上昇と時間を測定して、次

式によって比熱を求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 比熱の測定結果 

表-3 に各舗装の比熱の測定結果を示す。ただし、

比熱の値は、乾燥状態の常温から 45℃までの平均

的な値である。密度はノギス法による値である。各

舗装において、密度が小さい試験体で、比熱の値が

小さくなる傾向が見られるが、比熱の値は、密粒度

で 0.83～0.85、低騒音で 0.81～0.83、保水Ａで

0.81～0.82、保水Ｂで 0.86～0.88 J･g-1･K-1 の値が

方法 試料、供試体、試験片
混合法 粉砕試料
断熱カロリーメータ法 中空円柱
プラスチックの比熱容
量測定方法(JIS K
7123)

長さ0.5mm以下
厚さ0.5mm以下
質量5～15mg

ﾌｧｲﾝｾﾗﾐｯｸのﾚｰｻﾞﾌ
ﾗｯｼｭ法(JIS R 1611)

8～10mmの平板
厚さ4mm以下

断熱型熱量計を用い
る方法

直径5cm
高さ10cm

表-2 比熱の測定方法 

ヒータ示差熱電対 

内
部
容
器

断
熱
容
器

電
気
炉 

熱電対 

図-3 比熱測定装置の概念図 
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図-2 円柱試験体作成の概略図 

密粒度・低騒音 保水Ａ・保水Ｂ

c  ：比熱 (J･g-1･K-1) 

Q  ：発熱量 (W) 

M  ：試験体の質量 (g) 

Δθ：温度上昇 (K) 

Δt ：Δθの温度上昇に要する時間 (s)

M’ c’ ：校正熱量 (J･K-1) 

c  ＝ Q Δt  

M Δθ 

M’c’
M 

－
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得られた。機械工学便覧 1)によると、アスファルト

の比熱は 0.92 J･g-1･K-1 (20℃)となっており、測定

結果はこれよりやや小さめの値となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 熱伝導率の測定 

(1) 熱伝導率の測定方法 

熱伝導率の測定方法には、表-4 に示すような測

定方法がある。保護熱板法(GHP 法)は、平板状試験

体の両面の温度差と熱流量を定常状態にし、伝熱面

積、熱流量、温度差、試験体の厚さから熱伝導率を

求めるものである。熱流計法(HFM 法)は、加熱板と

冷却熱板に熱流計と試験体を重ねて挟み、温度差と

熱流量を定常状態にし標準板の熱抵抗と試験体の熱

抵抗を比較する方法であり、平板比較法は、試験体

と標準板を重ねて温度差を与え、それぞれの表面温

度差を測定して標準板の熱伝導率から試験体の熱伝

導率を求める。保護熱板式熱流計法は、保護熱板法

と熱流計を併用した方法であり、熱流量と試験体表

面の温度差、試験体の厚さから熱伝導率を求める。

円筒法は、加熱管に中空円柱の試験体を巻き、半径

方向に定常的な熱流を与え、熱流量、試験区間の長

さ、内径、外径、内外径の温度差から熱伝導率を求

める方法である。ファインセラミックのレーザーフ

ラッシュ法による熱伝導率測定は、試験片にレーザ

パルスを照射して得られた温度履歴曲線によって熱

拡散率と比熱を求め熱伝導率を算出する方法である。 

今回の測定では、試料の形状を考慮して縦 30cm

×横 30cm の試験体で、直接的に熱伝導率を測定で

きる保護熱板法(GHP 法)とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 熱伝導の測定に用いる試験体 

図-4 に平板試験体作成の概略図を示す。熱伝導

率の測定に用いる試験体については、試験体の表面

が平滑でない場合、試験体と熱板の接触抵抗が不均

一になるため熱流分布も不均一になり、正確な表面

温度の測定が困難になる。そのため、表面を平滑化

するために上下面を切断して縦 30cm×横 30cm×高

さ 5cm の熱伝導率測定用の試験体とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 熱伝導率の測定 

熱伝導の測定は、JIS A 1412-1「熱絶縁材の熱抵

抗及び熱伝導率の測定方法－第 1 部：保護熱板法

(GHP 法)」に従って行った。保護熱板法には、試験

体１枚方式と 2 枚方式があるが、今回の測定では作

業性から 1 枚方式とした。測定装置の概念図を図-5

に示す。加熱板は主熱板と保護熱板で構成され、そ

の境界にギャップという断熱域がある。1 枚方式の

場合、逆流防止用の補助熱板と加熱板を熱的に平衡

を保つことによって熱移動が生じないようにする。

記号
密度 ρ

(g･cm-3)

比熱 ｃ

(J･g-1･K-1)

熱容量 ρｃ

(J･cm-1･K-1)

2.376 0.85 2.02

2.388 0.85 2.03

2.365 0.83 1.96

2.124 0.83 1.76

2.121 0.83 1.76

2.117 0.81 1.71

1.954 0.82 1.60

1.914 0.81 1.55

1.940 0.82 1.59

2.281 0.88 2.01

2.215 0.88 1.95

2.154 0.86 1.85

保水A

保水B

密粒度

低層音

表-3 比熱の測定結果 

方法 試験体
保護熱板法(GHP法)
(JIS A 1412-1)

30×30cm
厚さ5cmまで

熱流計法(HFM法)
(JIS A 1412-2)

30×30cm
厚さ10cmまで

平板比較法
(JIS A 1412-2附属書A)

20×20cm
厚さ10～25mm

保護熱板式熱流計法
(JIS A 1412-2附属書B)

90×90cm
厚さ20cmまで

円筒法
(JIS A 1412-3) 中空円柱

ﾌｧｲﾝｾﾗﾐｯｸのﾚｰｻﾞﾌﾗｯｼｭ法
(JIS R 1611)

8～10mmの平板
厚さ4mm以下

表-4 熱伝導率の測定方法 

30cm

2cm

5cm

30cm30cm

10cm

密粒度・低騒音 保水Ａ・保水Ｂ

図-4 平板試験体作成の概略図 
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試験体の表面温度の測定は、熱電対を片面 5 点ずつ

取り付け、その測定値の平均値を表面温度とした。

主熱板に供給する平均電力、伝熱面積、温度差、試

験体の暑さを測定して、次式によって熱伝導率を求

めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 熱伝導率の測定結果 

試験体の上下表面の平均温度が 20℃、30℃、

40℃となる場合について熱伝導率を測定した。保水

性舗装については、試験体を乾燥炉で十分に乾燥さ

せた場合の乾燥状態と、試験体を水に浸して十分に

水分を含ませてから布で拭き取った表面乾燥飽水状

態（表乾状態）の二つの状態でも測定した。表-5

に各舗装の熱伝導率の測定結果を示す。平均温度は、

試験体の上下表面の平均値であり、温度差は、上下

面の表面温度差の値である。 

アスファルトの熱伝導率は、機械工学便覧 1)によ

ると 0.74 W･m-1･K-1(20℃)、理科年表 2)では 1.1～

1.5 W･m-1･K-1 (常温)となっており、測定結果は、理

科年表に近い値となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 に平均温度約 30℃における乾燥状態の熱伝

導率と密度の関係を示す。舗装の種類が異なり、粒

度も異なるので一概には言えないが、密度が大きく

なると熱伝導率も大きくなる傾向があることが示唆

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 に乾燥状態と表乾状態における保水性舗装

の熱伝導率を示す。水分を含むことによって保水Ａ

の熱伝導率は、1.00～1.02 W･m-1･K-1 (乾燥)から

1.44～1.53 W･m-1･K-1 (表乾)になり、保水Ｂは、

1.38～1.39 W･m-1･K-1 (乾燥)から 1.46～1.49 W･m-1･

K-1 (表乾)になった。保水性舗装は、乾燥状態より

も水分を含んだ状態の方が熱伝導率の値が大きくな

り、その値は、保水Ａ、保水Ｂともに 1.5 W･m-1･K-1

程度になった。また、平均温度が高くなると小さい

値ではあるが、熱伝導率の値も大きくなる傾向があ

った。 

試験体 

熱電対 

恒温槽 ヒ
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冷
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板

保
護
熱
板

ギャップ 

加
熱
板

ヒ
ー
タ 

恒
温
水
槽

図-5 熱伝導率測定装置の概念図 

λ ：熱伝導率 (W･m-1･K-1) 

Φ ：主熱板に供給する平均電力 (W) 

ｄ ：試験体の質量 (g) 

Ａ ：伝熱面積 (m2) 

ΔＴ：温度差 (K) 

Ｉ ：電流 (A) 

Ｖ ：電圧 (V) 

λ ＝  Φ ｄ 

Ａ ΔＴ 

Φ ＝ Ｉ Ｖ 

記号 含水状態
平均温度Tm

(℃)

温度差ΔT
(K)

熱伝導率

(W･m-1･K-1)

19.8 8.6 1.60
29.9 8.9 1.60
39.8 9.2 1.60

19.6 10.0 1.29
29.8 10.2 1.29
39.9 10.5 1.30

20.4 9.8 1.00
30.5 10.1 1.01
40.5 10.3 1.02

19.8 10.3 1.44
30.1 10.1 1.47
40.2 10.1 1.53

19.8 10.3 1.38
30.0 10.1 1.38
40.0 10.6 1.39

19.7 9.8 1.46
29.9 10.0 1.47
40.0 10.1 1.49

表乾

乾燥

乾燥

乾燥

乾燥

表乾

保水B

保水A

密粒度

低騒音

表-5 熱伝導率の測定結果 

図-6 密度と熱伝導率 
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密度(g cm-3)

熱
伝

導
率

（
W

･m
-
1
･K

-
1
)

密粒度 乾燥
低騒音 乾燥
保水A 乾燥
保水B 乾燥

平均温度 約30℃
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5 放湿性の測定 

(1) 放湿性の測定 

放湿性の測定は、JIS A 1470-1「調湿建材の吸放

湿性試験方法－第 1 部：湿度応答法-湿度変動によ

る吸放湿性試験方法」に従って行った。ただし、

JIS の吸放湿性試験方法は、試験体を一定湿度の下

で養生した後、材料が雰囲気中の湿気を吸収し、平

衡状態になろうとする過程（吸湿過程、ステップ

1）と材料が雰囲気中に湿気を放出し、平衡状態に

推移する過程(放湿過程、ステップ 2)において湿気

の変化量を測定するものである。 

しかし、測定しようとする材料は、保水性舗装で

あり、散水や降水などで水分が供給されることが想

定されるので、吸湿過程を考えず、放湿過程のみの

測定を行った。 

図-8 に放湿性の測定装置の概念図を示す。測定

装置は、恒温恒湿槽、電子天びん、温度測定器、湿

度測定器、槽内かくはん用のファンから構成される。 

放湿性の測定用の試験体は、電子天びんの測定範

囲になるように縦 20×横 20×厚さ 5cm のものを使

用した。放湿性の測定は、試験体を温度約 30℃の

水に 24 時間浸水させた後、試験体表面の水分を拭

き取った表乾状態として、雰囲気温度 30℃、雰囲

気相対湿度 53％(JIS 吸放湿試験における放湿過程

の中湿域)の恒温恒湿槽内で 120 時間(5 日間)放湿

状態にして試験体の質量を測定した。なお、放湿面

は上面だけにするため、試験体の側面と下面はアル

ミテープ等で断湿した。また、表面状態を統一する

ため、平滑な平面とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 放湿性の測定結果 

図-9 に単位面積当たりの放湿量、図-10 に放湿勾

配（単位面積、単位時間当たりの放湿量の変化量）、

図-11 に残存水分量を示す。また、潜熱輸送量の時

間変化を図-12 に、表-6 に放湿性の測定用試験体の

基本物性、時間平均した放湿勾配と時間平均した潜

熱輸送量の値を表-7 に示す。ただし、放湿勾配か

ら潜熱輸送量の換算は、気化熱ιの式 3)をι=2.50

×106－2.4×103×T(℃) J･kg-1、T＝30℃としてι

=2.428×106 J･kg-1 の値を用いた。測定の初期には、

急速に放湿し、時間とともに放湿性が低下していく

が、120 時間後でも放湿を続けている様子が分かる。

また、保水Ａの方が保水Ｂよりも放湿性が良いこと

から、放湿性は、舗装の空隙状態と含み得る含水量

によって左右されることが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 放湿性の測定装置の概念図

約 5cm 
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図-7 保水性舗装の熱伝導率 (乾燥、表乾)
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図-9 放湿量 

図-10 放湿勾配 
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6. まとめ 

①比熱は、密粒度舗装で 0.83～0.85 J･g-1･K-1、低騒

音舗装で 0.81～0.83 J･g-1･K-1、保水性舗装で 0.81～

0.82 J･g-1･K-1 と 0.86～0.88 J･g-1･K-1 の値が得られた。 

②熱伝導率は、密粒度舗装で 1.60 W･m-1･K-1、低騒

音舗装で 1.29～1.30 W･m-1･K-1、保水性舗装の乾燥

状態で 1.00～1.02 と 1.38～1.39 W･m-1･K-1、保水性

舗装の表乾状態で 1.44～1.53 と 1.46～1.49 W･m-1･

K-1 の値が得られた。保水性舗装は、乾燥状態より

も水分を含んだ状態の方が熱伝導率の値が大きくな

り、その値は、1.5 W･m-1･K-1程度になった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③保水性舗装の放湿性については、雰囲気温度 30℃、

雰囲気相対湿度 53％における放湿量の結果が得られ、

基礎資料を収集することができた。 
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保水A 保水B 保水A 保水B

時間
平均

放湿勾配
平均

放湿勾配
平均

潜熱輸送量
平均

潜熱輸送量

hr. g･m-2･h-1 g･m-2･h-1 W･m-2 W･m-2

0～12 94.4 31.7 63.7 21.4
12～24 27.3 6.8 18.4 4.6
24～36 10.9 3.9 7.4 2.6
36～48 7.3 2.8 4.9 1.9
48～72 5.3 2.1 3.6 1.4
72～96 4.0 1.6 2.7 1.1
96～120 3.4 1.4 2.3 0.9

表-7 平均放湿勾配と平均潜熱輸送量 
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図-12 潜熱輸送量 
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図-11 残存水分量 

保水A 保水B

乾燥密度 (g/cm3) 1.965 2.198

含水比 (mass％) 3.0 1.3
空隙率(％) 22.5 12.7

表-6 放湿性の測定用試験体の基本物性
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